
左の表は２０１４年１月～１２月に選任された後見人等を集計
した最高裁資料です。後見制度が発足した当時は、親族後見人
が90%以上を占めていましたが、年々減少し35,0%になっ
ています。一方、専門職３団体（弁護士、司法書士、社会福祉士）
で 55.9% と半数を超えました。社会福祉士は主に福祉的な
支援を必要とする人の後見人として活動しています。
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